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である。それをみると，まず小売業の販売額は 1980 年代から上昇し，1996 年の 146 兆 3050
億円をピークとしている。2002 年には 132 兆 2800 億円まで減少するが，近年において少
し回復しつつ，2016 年は 139 兆 8770 億円となっている。一方，小売業の事業所数は急速





















２ CVS 業界の成長と潜在的な問題点 
（1） 小売業における CVS の位置づけ 
業態別では，CVS は小売業において，スーパーマーケット（以下はスーパーと略す）と
                                                        
1 総務省統計局ウェブサイト「人口推計」（http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2016np/index.htm）。 
2 総務省統計局ウェブサイト「家計調査」（http://www.stat.go.jp/data/kakei/longtime/zuhyou/zenh-n.xls）




動態統計調査」によれば，2016 年 CVS の販売額は 11 兆 4456 億円であり，小売業全体の
約 8.18%を占めている3。 
 
















小売業 146,305 134,911 139,877
　うちスーパー 11,937 8.16% 12,501 9.27% 13,000 9.29%
　うち百貨店 11,039 7.55% 8,644 6.41% 6,598 4.72%
　うちCVS 6,049（注） 4.22%（注） 7,399 5.48% 11,446 8.18%
1996年 2006年 2016年
 
注）CVS に関する経済産業省の調査は 1998 年から行われたため，1996年の欄における CVS
の売上高および小売業に占める割合は 1998 年のデータを用いている。 
出所）経済産業省「商業動態統計調査」（各年版）より筆者作成。 
 
表 1-1 は，小売業全体の年間販売額と主要小売業態であるスーパー，百貨店および CVS
の販売額と小売業に占める割合を時系列で表したものである。それをみると，CVS の場合
は販売額が順調に増えていると同時に，小売業全体の成長が停滞しているため，小売業に
占めるCVS販売額の割合も 1998年の 4.22%から 2016年の 8.18%まで上昇している。また，
主要小売業態の状況を時系列でみると，百貨店の衰退とともに，CVS の売上高が百貨店を
超え，近年においてはさらにスーパーに近づけつつあることが伺える。 
（2） CVS 業界の持続成長とその内実 
これまでの CVS 成長をより正確に把握するには，日本フランチャイズチェーン協会が公
表した FC 統計調査が用いられる。図 1-2 のように，1984 年と 1987 年を除き，CVS の売上
高が前年を下回ることはなく，1990 年代において増幅が大きかったことが明らかである。
2000 年に入ると CVS の成長がいったん減速したが，2008 年以降は再び急成長を遂げてい
る。 
 
















図 1-3 CVS の売上高伸び率の推移 
出所）日本経済新聞社「コンビニエンスストア調査」（各年版）より筆者作成。 
 
図 1-3 における既存店売上高の伸び率の推移をみると，既存店の売上高が 1995 年に初め
て前年割れの 99.6%となり，1998 年から 2007 年までの間でも前年割れが続いていたこと
が分かる。2008 年にはたばこ自動販売機用成人識別 IC カード「taspo」が導入され，それ
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を嫌う消費者は CVS でたばこを購入するようになったため，CVS の売上高が大きく伸び









要な問題ではないかもしれない。しかし，主要 3 社が公表した 2017 年度の出店計画をみる












識別 IC カード「taspo」の導入に伴い，CVS でたばこを購入する顧客が著しく増え，例え





                                                        
4 「コンビニ高成長に隠れた立役者――「たばこ依存」脱せるか（真相深層）」『日本経済新聞』2013
年 5 月 9 日付によれば，日本たばこ産業調べでは，コンビニのたばこ販路別シェア（本数ベース）
が，タスポ導入前の約 3 割から 2013 年 3 月には 65%に上昇したという。 
5 「コンビニ出店鈍化，今年度，純増数半減見通し，採算重視へシフト。」『日本経済新聞』2017 年 5









2004年 23.5% 10.8% 34.0% 14.5% 17.2%
2005年 22.4% 11.1% 34.4% 15.7% 16.4%
2006年 22.9% 11.1% 33.8% 16.3% 15.9%
2007年 23.4% 11.2% 33.7% 17.2% 14.5%
2008年 23.1% 11.5% 33.8% 17.6% 14.0%
2009年 21.4% 11.9% 32.2% 22.0% 12.5%
2010年 19.5% 14.3% 32.7% 21.5% 12.0%
2011年 19.1% 15.7% 30.6% 22.7% 11.9%
2012年 18.9% 14.4% 30.2% 25.8% 10.7%
2013年 19.6% 14.3% 29.7% 26.1% 10.3%
2014年 21.1% 14.2% 31.0% 23.7% 9.9%
2015年 22.2% 14.4% 28.5% 25.0% 9.9%











（4） CVS の客層構成の変化 
 そして，CVS の客層構成も大きく変化している。表 1-3 は，業界トップであるセブン-
イレブンの客層構成の変化を示すものであるが，それをみると，利用客のうち高齢者の割









表 1-3 CVS の客層構成の変化 
20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳以上
1989年度 27% 35% 18% 11% 9%
1994年度 20% 36% 18% 13% 13%
1999年度 17% 36% 19% 12% 16%
2004年度 13% 29% 22% 14% 22%
2009年度 10% 22% 23% 17% 28%
2011年度 12% 21% 19% 17% 30%
2013年度 10% 19% 21% 20% 30%




 CVS はかつて 20 代から 40 代までの男性を主要顧客としていたが，近年においては東日
本大震災などの影響もあり，CVS の客層が女性や高齢者にまで広がりつつある。ただし，
総務省の人口推計によれば，2016 年 10 月 1 日現在，総人口に占める 50 歳以上人口の割合
は 45.9%であり7，それがセブン-イレブンにおける 50 歳以上顧客の割合（33%）を大きく
上回っている。つまり，CVS 各社は自らの取組み次第で，少子高齢化社会において独自の
価値を提供することによって，さらに高齢者を取り入れる余地があると考えられる。 
















表 1-4 主要日系 CVS の国際展開 
店舗数 年平均 店舗数 年平均 店舗数 年平均 店舗数 年平均
日本 19422 451.7 18125 411.9 12575 299.4 2263 61.2
アメリカ 8563 96.7 2 0.4
メキシコ 1878 41.7
カナダ 514 10.7
韓国 8556 316.9 2362 87.5
中国 2357 65.5 1875 144.2 1003 47.8 63 7.9
台湾 5107 141.9 3071 105.9
タイ 9542 353.4 1138 47.4 85 21.3
ベトナム 122 15.3 73 12.2
フィリピン 1995 62.3 95 23.8 30 15.0 493 29.0
マレーシア 2122 66.3 4 1.0
シンガポール 417 12.6






海外合計 42383 6375 1156 2991
セブン-イレブン ファミリーマート ローソン ミニストップ
 
注）2017 年 2 月末現在のデータである。 














                                                        
8 この部分の記述は，セブン-イレブン『セブン＆アイ・ホールディングス事業概要（2015 年度版）』
2 頁に依拠する。 
9 ファミリーマート『アニュアルレポート 2015』，および「ファミマ，韓国から撤退 全株式を市場








おり，2017 年 3 月現在では 2991 店舗となっている。 
一方，出店速度をみると，韓国におけるミニストップを除き，各チェーンの海外展開は
共通して日本国内より遅い。例えばセブン-イレブンの場合，日本においては平均で毎年に
約 451.7 店舗を増やしているのに対し，SEJ が関与しているアメリカ市場（年平均 96.7 店
舗，以下同じ），中国市場（65.5）などでは事業展開が非常に遅くなっている。それ以外の
市場では差異があるものの，全体的に出店速度が決して速いとは言えない。ただし，ロッ













































































































































して，図 2-1 のような小売事業モデルが確立した。 
 
 






























































































































































































べきなのは，「マスターFC」は国際間の FC 契約であるのに対し，「サブ FC」は現地におけ
る FC 加盟契約であるため，両者の次元が異なっている。 
実際に，日系 CVS の国際展開の場合も，このような国際フランチャイジングの視点が取
り入られている。例えば，川端[2008]によれば，日系 CVS は基本的に「ダイレクト FC」
ではなく，「マスターFC」方式を採用し，中でも子会社 FC または合弁 FC を採用する場合
が多い。それは，日系 CVS が日本で開発した FC システムを進出先市場で再現することの



















図 2-2 国際フランチャイジングの種類 
出所）川端[2010]をもとに筆者作成。 
 
































































部分は何らかの追加によって，モデル A からモデル B1 または B2 に変わると考えられる。
ただし，業態の部分に変化が生じる際に，それを支える事業システムをも変革する必要が
あるかどうかについて，いくつかのパターンが考えられる。例えば，図 2-3 におけるモデ








の仕方によって大きく左右されるのである。実際に，日系 CVSは FC 方式で海外に進出し，
図 2-3 のように国内市場にあるモデル A を進出先市場に持ち込む。そのため，まずはその
仕方と実態を解明する必要があるだろう。一方，先行研究の検討で示唆されたのは，ビジ
ネスモデルをそのまま持ち込んでもよいが，多くの場合は現地適応も必要とされる。つま














































る日系 CVS の出店戦略に注目し，国際フランチャイジングの視点から，マスターFC とサ
27 
 





 本研究は CVS に関する事例研究であり，以下のような研究方法が用いられる。まず，各
事例に関する情報を収集するため，付録に記すようにインタビュー調査や FC 加盟説明会
への参加などを含むフィールドワークを行った。とりわけ，第Ⅲ章のカウンターコーヒー
の仕組みについては，2015 年 8 月 25 日にローソン東京本社商品本部カウンター商品部の
担当者に対して質問票調査を行い，また同 8 月 25 日と 9 月 15 日にカウンターコーヒーの
オペレーションに関する事実確認として，ローソン東北支社宮城南支店 K 店（FC 加盟店）
の店長に対して 2 回の聞き取り調査を行った。第Ⅳ章の移動販売と宅配事業の仕組みにつ
いては，2017 年 3 月 1 日にローソン東京本社マーケティング本部ラストマイル推進部の担
当者に対してインタビュー調査を行った。また，第Ⅴ章の中国における日系 CVS の事業展
開の現状を把握するため，数度にわたって現地に足を運んだ。店舗観察だけでなく，2016































以下，第 2 節では各 CVS チェーンによるカウンターコーヒー展開の流れを整理する。第
3 節では株式会社ローソンが展開する MACHI caféの事例を通して，カウンターコーヒーの
仕組みについて検討する。第 4 節では CVS の成長にとってのカウンターコーヒーの意義を
論じる。第 5 節はまとめである。 




えば国際コーヒー機関 ICO によると，2016 年日本のコーヒー輸入量は 779 万袋（1 袋は 60
29 
 












CVS のカウンターコーヒーがヒットしたのは 2013 年であるが，淹れたてコーヒーの販
売が開始されたのは遥かに昔であった。例えばセブン-イレブンの場合，同社は 1980 年代
にコーヒー販売を始めており，サイフォン小分け（1980 年代），入れたてドリップ（1988
年），カートリッジ（1990 年代），バリスターズカフェ（2002 年）などを経て，SEVEN CAFÉ
（2011 年）が 5 回目の挑戦にあたる13。過去に成功しなかった原因は様々であるが，サイ
フォン小分けの際の鮮度維持の難しさ，カートリッジ方式やバリスターカフェ時代におけ
る風味の問題など，主にオペレーションやニーズへの適合問題が挙げられる。それらの経




                                                        
10 国際コーヒー機関 ICO ウェブサイト「Statistics」「Trade Statistics Tables」「World Coffee 
consumption」（http://www.ico.org/prices/new-consumption-table.pdf）。 
11 社団法人全日本コーヒー協会ウェブサイト「統計資料」「日本のコーヒーの飲用状況」
（http://coffee.ajca.or.jp/wp-content/uploads/2011/08/data04_2015-06b.pdf），調査対象は 12 歳以上 79
歳まで，調査方法は個別面接調査，回収数は 3318 である。 
12 リサーチバンクウェブサイト「コーヒーに関する調査」
（http://research.lifemedia.jp/2013/09/130918_coffee.html），調査期間は 2013 年 9 月 5 日から 9 月 11
日，有効回答 1500 件。 
13 特に断らない限り，この段落の記述は以下に基づく。「セブンカフェ成功の裏にあった「30 年戦争」」




2016 年 2 月現在，上位 5 チェーンによるカウンターコーヒー展開の流れをまとめたのが
表 3-1 である。 
 
表 3-1 CVS 上位 5 チェーンによるカウンターコーヒー展開の流れ 
時期 チェーン 取組み
2007年 サークルKサンクス 「淹れたてコーヒー」を展開する。
2009年10月 ミニストップ 「M's STYLE COFFEE」を展開する。
2011年1月 ローソン 「MACHI café」を展開する。
2012年9月 ファミリーマート 「あじわいFamima Café」を本格展開する。



















































表 3-1 から整理すると，以下のことが判明できる。 
まず，展開時期について，サークル K サンクス（2007 年），ミニストップ（2009 年），
                                                        








対抗するため，サークル K サンクス（2013 年 5 月），ファミリーマート（2014 年 4 月）な
どは同じく 100 円まで値下げを実施し，これまで高級路線を貫いていたローソン（2014 年




イレブン（2014 年 10 月），ローソン（2015 年 4 月），ファミリーマート（2015 年 4 月）な
どはドーナツの販売をも始めた。 
さらに，上位 5 チェーンが展開するカウンターコーヒーについて，マシン，抽出方法，
使用される原材料の種類や産地，メニューなどを比較したのが表 3-2 である。 









表 3-2 上位 5 チェーンが展開するカウンターコーヒーの比較 
セブン-イレブン ローソン ファミリーマート サークルKサンクス ミニストップ



















コーヒー豆の品種 アラビカ種豆100％ 不明 不明 アラビカ種豆100％ アラビカ種豆100％


















































































CVS におけるカウンターコーヒーの販売実績をみると，大手 5 社は 2013 年度に 7 億杯，
2014 年度に 15 億杯を販売しており，2015 年度にはさらに約 3 割増の 19 億杯を計画してい
る15。その中でも，例えばセブン-イレブンが展開する SEVEN CAFÉは 2013 年 1 月に発売
開始され，2013 年度に 4.5 億杯，2014 年度に 7 億杯・735 億円を達成しており，2015 年度
                                                        
15「コンビニコーヒー3 割増 大手 5 社，今年度 19 億杯に」『日本経済新聞』2015 年 5 月 8 日付。 
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では 8.5 億杯・900 億円を計画しているという16。 
カウンターコーヒーの消費傾向として，他商品とのあわせ買いや繰り返し購買が見られ




















ば，2015 年の国内のコーヒー消費量は約 46.2 万トンであり，2014 年から 4 年連続で過去
                                                        
16「「セブンカフェ アイスカフェラテ」発売」，フードナビゲーションウェブサイト 2015 年 6 月 22
日付（http://www.foodnavigation.com/wp-content/uploads/2015/06/fn20150622.pdf）。 
17「セブン，独り勝ちの秘密」『東洋経済 ONLINE』2013 年 7 月 8 日付
（http://toyokeizai.net/articles/-/14644?page=3）。 
18 ローソンウェブサイト「ニュースリリース」2014 年 3 月 28 日付「MACHI Caféコーヒーをリニュ
ーアル」（http://www.lawson.co.jp/company/news/088358/），2014 年 2 月 25 日～2014 年 3 月 24 日に
おけるカフェラテ L サイズのリピート購入率。 
19 株式会社ドゥ・ハウスウェブサイト 2015 年 7 月 16 日付「「コーヒー」に関する調査結果を発表」
（http://www.dohouse.co.jp/news/research/20150716/），調査対象は全国に住む 20 代～50 代の男女，調





一方，飲料総研によれば，缶コーヒーの市場規模は 2005 年の 4 億 200 万ケースから 2010










ャパンが前年比 9.6%増，タリーズが前年比 6.6%増，ドトールが前年比 2.9%増など，カウ
ンターコーヒーの影響を受けて売り上げが下がる形跡はない26。 
 





コーヒーチェーン 好調を維持している  
出所）筆者作成。 
 
                                                        
20 全日本コーヒー協会ウェブサイト「日本のコーヒー需給表」
（http://coffee.ajca.or.jp/wp-content/uploads/2011/08/data00_2015_11.pdf）による。 
21 「コーヒー市場① コンビニけん引急拡大」『日本経済新聞』2015 年 10 月 19 日付による。 
22 飲料総研『飲料ブランドブック 2015 年版』98-101 頁。 
23 朝日大学マーケティング研究所ウェブサイト 2013 年 10 月付「外出先で買うコーヒーに関するマ
ーケティングデータ ～コンビニコーヒーの利用状況編～」
（http://marketing.asahi-u.ac.jp/wordpress/wp-content/uploads/1310.pdf），調査対象は首都圏在住の 20





26 各社の『有価証券報告書』，および「スタバ全国制覇」『日本経済新聞』2014 年 9 月 12 日付による。 
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ンが展開する MACHI caféの事例を通して，カウンターコーヒーの仕組みを検討する。 
調査方法としては，公開資料のほか，筆者による株式会社ローソンの商品本部カウンタ







東北支社宮城南支店 K 店（フランチャイズ加盟店）の店長への聞き取り調査を 2015 年 8
月 25 日と 9 月 15 日に各 1 回実施し，事実関係を確認した。 






































                                                        
28 株式会社ローソンのカウンター商品部への質問票調査（2015 年 9 月実施）による。 



























整えたため，2015 年 9 月現在では通常仕様へ変更されているという39。このように，牛乳
や氷に関しても品質にこだわりつつ，安定供給を確保する仕組みがある。 








氷は FF 食材，冷凍食品やアイスクリームと一緒に納品されるなど，MACHI caféは既存の
発注・納品システムを活用している。 






40 この項目はとくに断らない限り，前掲の聞き取り調査に基づいて作成している。  
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41 ローソン『統合報告書 2015』，20 頁。ただし，セルフマシンを除く。 
42 前掲の聞き取り調査による。 
43 ローソン『統合報告書 2015』，20 頁。 
44 セルフマシン実験店舗を除く。 





（4） MACHI café の粗利状況とロス 
1) 粗利状況 











（5） MACHI café の調整と改善活動 
ローソンは MACHI caféの販売実績に従って調整と改善活動を行っている。販売実績に





は，実験店舗で収集した Ponta データを用いて効果の検証が行われていたという50。 
ローソンは今後，品質への徹底追及とファンタジスタを中心としたおもてなしの接客に
よる 2 つの味を磨きかけ，MACHI caféの更なる成長を目指している。一方，海外市場にお
ける MACHI caféの展開について，現状はインドネシアのローソンで展開されており，今
後は他の進出市場においても可能性があれば展開する計画である51。 
                                                        
48 前掲の聞き取り調査による。 
49 Ponta（ポンタ）とは，三菱商事の完全子会社である株式会社ロイヤルティマーケティングが運営
する共通ポイントプログラムであり，事実上ローソン主導となっている。2015 年 6 月現在の会員





















表 3-4 たばことカウンターコーヒーの粗利益試算表 
販売額 売上高構成比 粗利率 粗利益
2.7兆円 25% 10% 2700億円
販売額（杯数*平均単価） 売上高構成比 粗利率 粗利益






ばこの売上高構成比），日経 BP ネット 2008 年 12 月 17 日付記事（たばこの平均粗利率），
『日本経済新聞』2015 年 5 月 8 日付記事（カウンターコーヒーの販売杯数），およびロー
ソンへの聞き取り調査（カウンターコーヒーの粗利率）をもとに筆者作成。 
 
表 3-4 は，カウンターコーヒーをたばこと比較しながら，それらの CVS への貢献度を試





平均粗利率は約 10%であるため52，たばこ販売の粗利益は約 2700 億円である。 
一方，2015 年度における大手 5 社のカウンターコーヒーの販売計画は 19 億杯である。
平均単価を保守的に見積もって 120 円であると想定して計算すると53，カウンターコーヒ
ーの販売額が約 2280 億円となる。ローソンの事例でみたように，MACHI caféの粗利率は
50～60%であるが，CVS におけるカウンターコーヒーの平均粗利率が同様としても無理は

























                                                        
52「たばこ目当ての客で売り上げ増加，だが来年は…」，日経 BP ネット 2008 年 12 月 17 日付
（http://www.nikkeibp.co.jp/article/nba/20081216/180378/?P=1&rt=nocnt）。 
53 各社のメニューをみると，100 円のほか，150 円や 180 円台の商品も揃っているため，ここでは平





































以下，第 2 節では主要 3 社の移動販売と宅配事業の展開を整理する。第 3 節ではローソ
ンの事例を用いて，CVS における移動販売と宅配事業の具体的な仕組みを検討する。第 4
節では CVS における移動販売と宅配事業の戦略性と定着までの課題を議論する。第 5 節は
まとめである。 


























のほか，生協，スーパーや CVS といった流通業者である。 
（2） CVS における移動販売事業の展開 
表 4-1 は，主要 3 社における移動販売の事業概要をまとめたものである。チェーン別で
みると，まず，セブン-イレブンは被災地支援として，2011 年 4 月から宮城県において，
配送用 2 トントラックを改造して移動販売を始め，2011 年 12 月末までには累計約 20 店舗
で実施した58。一方，同社は 2011 年 5 月から，遠くまで買い物に行けない高齢者や家の近
くに店舗がない人々を支援するサービス「セブンあんしんお届け便」を提供している。こ
のサービスでは，常温，20℃，5℃，－20℃の四つの温度帯に対応した完全オリジナルの軽




                                                        







（震災 3 年復興への道）」『日本経済新聞』2014 年 3 月 6 日付。 
59 セブン＆アイウェブサイト『事業概要 2014』26 頁。 
60 経済産業省『買物弱者応援マニュアル ver3.0』25 頁。 
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月末現在では 19 都道府県の約 50 店舗で近隣の高齢者施設や事業所など買物が困難な場所
で移動販売を実施している62。実際の取組みとして，ローソンは広島県神石高原町におい
て，ローソン神石高原町店を拠点とし，2012 年 3 月から専用車輌「ローソン号」を 2 台導
入し，飲食料品と日用雑貨等の約 300 品目の移動販売を開始した。その際，神石高原町が
指定した高齢者世帯の方々に声掛けをする「安否確認サービス」も併せて実施されている63。
                                                        
61 ファミリーマートウェブサイト『アニュアルレポート 2013』26 頁。 
62 ローソンウェブサイト 2016 年 12 月 9 日リリース「専用車両を導入し，移動販売店舗を順次拡大」
（http://www.lawson.co.jp/company/news/detail/1286307_2504.html）。 
63 ローソンウェブサイト 2012 年 3 月 7 日リリース「「ローソン神石高原町店」を拠点に限界集落で
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（3） CVS における宅配事業の展開 







































                                                        
の移動販売・注文配達サービスを開始」（http://www.lawson.co.jp/company/news/051347/）。 






る仕組みとなっている66。2015 年度の会員数は約 77 万人，売上高は約 250 億円であった。
2016 年 5 月現在の実施店舗は全国約 14200 店である67。また，セブン-イレブンは 2012 年
に超小型電気自動車「コムス」や電動アシスト自転車を使用した「セブンらくらくお届け
便」を導入し，顧客から電話で注文された商品や店頭で購入された商品を自宅や事務所に
届けている。「セブンらくらくお届け便」サービスは，2015 年 3 月末で約 800 店舗に導入
されている68。同サービスは，2012 年日経優秀製品・サービス賞の「日経 MJ 賞最優秀賞」




配達サービスが可能となり，同社は 2019 年 2 月末までに全国 3000 店に広げ，高齢者世帯
や単身世帯を中心に伸びを見込む宅配需要を掘り起こすことを目指しているという70。 








を設立し，2013 年 1 月より定期宅配サービス「スマートキッチン」を開始した72。2014 年
7 月には同サービスを「ローソンフレッシュ」にリニューアルし，新たに常備薬として役
立つ約 500 種類の医薬品（第 2 類と第 3 類）および健康志向のナチュラルローソンが監修
                                                        
65 「コンビニ配達，仕組み構築（物流インサイドリポート）」『日本経済新聞』2016 年 10 月 14 日付。 
66 セブン＆アイウェブサイト『事業概要 2014』26 頁，および『事業概要 2015』20 頁。 
67 セブン＆アイウェブサイト『統合レポート 2016』21 頁。 
68 セブン＆アイウェブサイト『事業概要 2014』26 頁。 
69 セブン＆アイウェブサイト『事業概要 2013』26 頁。 
70 「セブン，セイノーと提携，加盟店に配達員派遣。」『日経 MJ（流通新聞）』2017 年 4 月 24 日付。 
71 ファミリーマートウェブサイト『アニュアルレポート 2014』46 頁。 




した手料理キットなどを加えた73。また，ローソンは，2015 年 4 月に佐川急便を傘下に持






















３ CVS における移動販売と宅配事業の仕組み 
この節では，CVS における移動販売と宅配事業の全体的な仕組みを明らかにする。具体
的には，株式会社ローソンの事例を取り上げ，移動販売事業と宅配事業に分けて検討する。
筆者は，2017 年 3 月 1 日にローソン東京本社に訪問し，マーケティング本部ラストマイル
推進部の担当者に対して移動販売と宅配事業に関するインタビューを実施した。同社のマ
ーケティング本部は，ホームコンビニエンス事業本部の代わりに 2017 年 3 月 1 日付で設立
                                                        
73 ローソンウェブサイト 2014 年 6 月 30 日付リリース「新鮮な商品をお届け！「ローソンフレッシ
ュ」始動」（http://www.lawson.co.jp/company/news/092293/）。 
















































を使用していたが，現在ではモバイル POS というタブレット状の POS 端末を使用してい























 今後の計画について，ローソンは 2018 年 2 月末に移動販売の実施店舗数を 200 店舗に増
やす目標を掲げている。また，4 温度帯に対応した移動販売車の展開数も，2018 年 2 月末



























                                                        



















 また，配送料は地域別となっており，カート購入の場合は商品合計金額が 7000 円以上（税







ラスト 500 メートルの構築を目指しているという。 
ただし，各店の商圏におけるニーズの違いが予想以上に大きく運営に影響したため，予
定より展開は遅れているという。ローソンは，店舗からの宅配について複数のモデルを作
り込んだ上で，2017 年度に一気に 1000 店舗に導入する計画である。 
（3） 異業態との比較 
移動販売と宅配事業を展開しているのは決して CVS だけではないため，異業態との比較
                                                        
76 ローソンフレッシュウェブサイト（http://fresh.lawson.jp/）による。 
77 この部分は，「コンビニ配達，仕組み構築（物流インサイドリポート）」『日本経済新聞』2016 年






とくし丸は，軽トラックに生鮮品など約 400 種類を積み込み，地域の高齢者の自宅など 1
軒 1 軒を回って販売する移動販売車であり，提携する地域スーパーが支払う売り上げに応
じた手数料で運営されている。初期費用は専用の軽トラック代などで 1 台あたり約 300 万




を差し引く前の月収入は 30 万円弱である。週 2 回ずつ 3 コースを巡回販売し，1 日の客は
40～50 人であり，日販が 10 万円を超える日も珍しくないという。 
表 4-3 は，ローソンととくし丸の仕組みを比較したものである。 
 



























注）事業規模について，とくし丸は 2016 年 10 月現在，ローソンは 2017 年 3 月現在のデー
タである。 
出所）各社ウェブサイト，『コンビニ』2016 年 10 月号，12-16 頁，『日本経済新聞』2015




                                                        
78 特に断らない限り，以下におけるとくし丸の仕組みに関する記述は，「食品販売車，家の前まで，
「とくし丸」便利さ快走，買い物の楽しみ高齢者にも，地域スーパー生きる道（玄関先争奪戦）」













プは，毎週月～金曜日に週 3～5 回，弁当や料理キットなどの商品を届けるサービスである。 
表 4-4 は，ローソンと生活協同組合の宅配事業を比較したものである。 
 














































                                                        
79 特に断らない限り，以下における「コープデリ」の記述はコープデリウェブサイトによる。  
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80 「レジ係はロボ，ローソン，パナソニックと，会計・袋詰め自動化，来年度導入。」『日本経済新

































                                                        
81 CVS の市場シェアは中国連鎖経営協会『2014 中国連鎖経営年鑑』23 頁による。また，CVS の発展
















マスターFC の形態を重視し，エリア FC はマスターFC のあり方を補完するものとして扱
う。さらに，出店戦略を明らかにするために，本章ではサブ FC の具体的なあり方に注目
し，日系 CVS がどのように FC システムを導入しているのかを解明する。 
以下，第 3 節では中国の CVS 業界における日系の位置づけを確認する。第 4 節ではマス
ターFC の次元から日系 4 社の事業展開を整理し，第 5 節ではサブ FC の次元から主要 3 社
の FC システム導入による店舗開発の実態を明らかにする。その上で，第 6 節ではマスタ
ーFC とサブ FC の二つの側面から，事業拡大がうまく進んでいない原因を分析する。第 7
節はまとめである。 




中国の国家統計局によれば，2016 年の国民総生産（GDP）は 74 兆 4127 億元であり，前
年比の成長率が 6.7%であった。小売業については，2016 年の社会消費財小売総額は 33 兆












図 5-1 中国の GDP と社会消費財小売総額の推移 
出所）中華人民共和国国家統計局編『中国統計年鑑』（各年版），中国連鎖経営協会『中国
連鎖経営年鑑』（各年版）より筆者作成。 










における CVS チェーンの数は 260 を超え，また市場規模としては店舗数ベースで約 9.8 万
店舗があり，販売額ベースで約 1334 億元である。 
 
                                                        
82 中国連鎖経営協会『2014 中国連鎖経営年鑑』23 頁による。 
83 中国連鎖経営協会『中国便利店発展報告』（各年版）。  
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表 5-1 2016 年主要 CVS チェーンの概況 
順
位






1 易捷 中石化易捷銷售有限公司 全国 25000 3.3 3847



























































『2016 年中国快速消費品連鎖百強』，および日系 CVS 各社ウェブサイトより筆者作成。 
 
表 5-1 は，2016 年に 100 店舗以上を持つ主要 CVS チェーンの概況から，上位 10 チェー
ンおよびその他の日系 CVS をまとめたものである。それをみると，中国における CVS は
全体的に店舗数の伸び率が高く，大量拡張期であると認識できる。1 位と 2 位は全国展開
のガソリンスタンド型 CVS チェーンで規模が大きく，店舗数の合計が業界全体の約半分を
占める。3 位は広東省にある CVS チェーンであり，ウェブサイトで掲載されている紹介や
店舗のレイアウトを見る限り，いわば日本型 CVS である。一方，日系 CVS としては，セ









（3） 中国における日系 CVS の出店速度と店舗数推移 







ぞれ 65.5，144.2，47.8 に過ぎない。また，中国における日系 CVS のこの数値は，表 1-4
でみた日本国内における出店速度（セブン-イレブン 451.7，ファミリーマート 411.9，ロー




図 5-2 中国における日系 CVS の店舗数推移 
出所）各社 IR 資料より筆者作成。 
 
実際に，日系 CVS に絞って，中国における店舗数推移をチェーン別に表したのが図 5-2
である。セブン-イレブンの店舗数がもっとも多いが，その大半は 7-Eleven Inc.社（旧
                                                        
であると思われる。 
85 『上海証券報』2009 年 5 月 20 日付，『第一財経日報』2007 年 2 月 15 日付などによれば，例えば
セブン-イレブンは上海市場において，3 年で少なくとも 165 店舗，5 年で 300 店舗を計画していた
が，進出 6 年目にして 100 店舗に達していない。ファミリーマートの場合も，広州市場において 3




FC で参入した香港・広東省・マカオ市場の店舗である。究極的には日系 CVS と言えるが，
その経営ノウハウは，フランチャイジーの Jardine Matheson Holdings と，その子会社で 1981
年から運営を始めていた Dairy Farm 社に由来する部分が多く，日本本社に由来するのでは
ない。一方，SEJ が直接に関わる市場では，店舗数が伸び悩んでいる。日本本社からのマ
スターFC に基づく部分ではファミリーマートの出店が相対的に順調であり，後発者にも関
わらず，店舗数ベースでは 2009 年にローソンを超えている。 
４ 中国における日系 CVS の事業展開 
（1） セブン-イレブン 
表 5-2 中国におけるセブン-イレブンの事業概要 
地域 1号店 運営会社名 出資比率 FC類型







Dairy Farm International Holdings
Limited

















上海市 2009年 統一超商（上海）便利有限公司 統一超商香港控股有限公司：100% ストレート












注）以下，出資比率は 2015 年 2 月現在のものである。 
出所）セブン＆アイウェブサイト『事業概要 2015 年 2 月期』，セブン＆アイウェブサイト
2012年 5月 8日付リリース，三井物産株式会社ウェブサイト 2013年 3月 15日付リリース， 














ループにライセンスを与え，ストレート FC で上海市場に参入した。さらに，2011 年には
子会社 FC で成都市に進出したが，2012 年に山東省，2013 年に重慶市では，現地企業との
合弁 FC を採用し，協業している。 
 
● 　● ● ● ● ●































































表 5-3 中国におけるファミリーマートの事業概要 

















蘇州市 2007年 蘇州福満家便利店有限公司 CCH：100%
杭州市 2011年 杭州頂全便利店有限公司 CCH：100%
成都市 2012年 成都福満家便利有限公司 CCH：100%
深圳市 2013年 深圳市頂全便利店有限公司 CCH：100%
無錫市 2014年 無錫福満家便利店有限公司 CCH：100%
北京市 2014年 北京頂全便利店有限公司 CCH：100%























上海 広州 蘇州 杭州 成都 深圳 無錫 北京 東莞
● ● ● ● ● ● ● ● ●


































ローソンは 1996 年に合弁 FC で上海市場に進出した。しかし，ビジネスパートナーであ
る華聯／百聯グループとの経営理念と経営方針の違いから，出資比率と主導権が再三に変
わり，現在はほぼ日本側の独資となっている。上海市場での教訓を踏まえ，重慶と北京市






                                                        





表 5-4 中国におけるローソンの事業概要 
地域 1号店 運営会社名 出資比率 FC類型














北京市 2013年 羅森（北京）有限公司 羅森（中国）投資有限公司：100% 子会社
江陰市 2014年 江陰華聯商厦有限公司 -
寧波市 2015年 寧波甬鑫世紀貿易有限公司 -
無錫市 2015年 江陰華聯商厦有限公司 -
鎮江市 2015年 鎮江九森商貿有限公司 -
蘇州市 2015年 江蘇中能匯宏経済発展有限公司 -
嘉興市 2015年 嘉興市友的貿易有限公司 -

















寧波 鎮江 蘇州 嘉興 武漢
● ● ● ● ● ● ● ● ●





































表 5-5 中国におけるミニストップの事業概要 











































のエリア FC を採用している。 
５ FC システムの導入による店舗開発 
（1） 日系 CVS の加盟種類87 
日系 CVS 各社は，自ら直営店を出すと同時に，現地の加盟者を募集して加盟店を増やし
ており，すなわち FC システムの導入によって店舗開発を行っている。中国における日系













示している加盟契約プランの名称であり，契約内容はすべて 2016 年 5 月 31 日現在のもの
                                                        
87 この項目は各社ウェブサイト，および 2016 年 2 月に実施した現地調査による。 
88 中国語では前者を「委託経営」または「委託加盟」と言い，後者を「特許加盟」と言う。  
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を用いる。また，人民元と日本円の換算は 2016 年 5 月 31 日の為替レート（1 人民元＝16.797
日本円）による。 
1) セブン-イレブン 

















契約タイプ Aタイプ 特許加盟連鎖型 帯店加盟型 プラン① プラン②



































































よび『華西都市報』2012 年 4 月 9 日付，『北京商報』2012 年 12 月 24 日付，『中華合作時報』




トレート FC で展開されている広東市場での契約内容を取り上げる。 
まず，本部が店舗物件を用意する場合，北京・天津，成都市場におけるセブン-イレブンは，
日本のような 15 年契約ではなく，ともに 5 年契約となっている。所要資金についても日本







は，所要資金が約 484 万円であり，本部チャージ率は粗利益が 12 万元を超えるかどうかに






























































注）日本における 1FC-C 契約と 2FC-N 契約，また 1FC-A 契約と 1FC-B 契約では，内装設
備工事費用の負担の仕方によって，本部チャージ率が異なる。 
出所）ファミリーマートウェブサイト（http://www.family.co.jp/），中国ファミリーマートウ
ェブサイト（http://www.familymart.com.cn/），2016 年 2 月に実施した現地調査（無錫ファミ









間であり，日本の 10 年契約より短い。所要資金は約 437 万円であり，日本の 350 万円をや
























                                                        










日本 中国（上海） 中国（重慶） 中国（大連）
契約タイプ FC-B4タイプ 特許経営（FC-B）型 委託加盟B型 -






































































中国連鎖経営協会が公表したデータによれば，2015 年中国 CVS 業界の単店平均日販は
5870 元であるが，台湾（14942 元）や日本（42032 元）とは大きな差がある。取扱商品の
構成比率についても，表 5-9 のように，中国 CVS 業界では食品が 6 割以上を占めているも
のの，そのうちファストフードの割合が 7.0%にとどまっており，日本の 34.0%より遥かに















非食品 34.5% 36.0% 34.1%
サービス 0.8% 3.5% 4.6%  
出所）中国連鎖経営協会『中国便利店発展報告（2013～2014）』10 頁。 
 
もっとも，地場系 CVS に比べて，日系 CVS はおでんや中華まんなどのファストフード，
お弁当やサンドイッチなどの加工食品，さらに輸入商品などを充実させており，表 5-1 で
みたように，単店平均日販としてはセブン-イレブンが 11510 元，ファミリーマートが 9952
元であり，中国 CVS 業界の平均値である 3714 元を大きく上回っている90。また，地域差
はあるものの，北京におけるセブン-イレブンは 2015 年に 19264 元という高日販を達成し
ており91，それを考慮すると，ほかの日系 CVS チェーンにとって，またほかの地域におい
てはまだまだ日販を向上させる余地があると思われる。一方，中国における CVS 業界の平
均粗利率は 23.2%であり，これも日本や台湾の約 30%より低い92。 
また，中国において日系 CVS に加盟する場合の収益をみると，北京セブン-イレブンの
試算では，二名の専従者（オーナーと店長）にとって，家賃，人件費等をすべて差し引い





日系 CVS 各社は進出先の中国においても，FC システムを導入し，加盟店を募集するこ
とによって店舗開発を行っている。FC 契約の日中比較を通じて，日本のように粗利分配方
式が採用されていることが判明できる。 
                                                        
90 業界平均値は中国連鎖経営協会『2017 年中国便利店発展報告（概要版）』2 頁による。それには，
ガソリンスタンド型 CVS も統計対象に含まれている。 




93 『北京商報』2012 年 12 月 24 日付，および 2016 年 2 月に実施した現地調査（無錫ファミリーマー













６ FC システムの国際移転における問題点 
 以上のように，中国における日系 CVS の事業展開と，FC システムの導入による店舗開
発の実態を概ね把握することができた。この節では，マスターFC とサブ FC という二つの
次元に分けて，なぜ日系 CVS の事業拡大がうまく進まないのかについて議論したい。 
（1） マスターFC 
進出形態別でみると，ストレートFCで展開されているセブン-イレブンの香港，広東省，
マカオ市場における店舗数が，合弁 FC や子会社 FC で展開されているセブン-イレブンの
北京・天津市場およびローソンやファミリーマートの各市場より多い。ストレート FC ゆ


























（2） サブ FC 
 一方，サブ FC について，日系 CVS は基本的に日本での FC 契約をベースとしながら，
現地事情に合わせて部分的な修正を行っている。中国においては CVS が未成熟な小売業態
であり，事業リスクが相対的に高いため，日系 CVS のように FC 契約を通して，店舗運営
の質をコントロールすることは確かに必要である。 












（3） FC システムの国際移転への示唆 
以上のように，中国における日系 CVS の FC システムの国際移転の問題点を，マスター
FC とサブ FC の二つの側面から分析した。本章では中国市場におけるオペレーションを詳
しく論じていないため，断定はできないが，この事例からの示唆としては以下のようなも







本章は，FC システムの国際移転という視点から，中国における日系 CVS の事業展開を
考察した。その結果，日系 CVS の中国事業がうまく拡大しない理由は，マスターFC とサ

































































































ン，ミニストップの主要 4 社の出店速度と店舗数の推移を確認し，日系 CVS の事業展開が
うまく進んでいないことを指摘した。その原因を究明するために，国際フランチャイジン









２ CVS 業界におけるビジネスモデルの再構築と国際移転 


















































の取組みは，図 6-1 で言えばモデル A のままでの新たなマグネット商品開発に相当する。
一方，第Ⅳ章で検討した移動販売と宅配事業の事例を通して，来店しない顧客にアプロー
チすることで，何らかの追加によって業態が進化する可能性が示唆された。そのため，CVS
における移動販売と宅配事業の事例は，図 6-1 におけるモデル B1 またはモデル B2 に相当
するものになるだろう。ただし，移動販売と宅配事業がまだ模索段階にあるために断定は















 日系 CVS にとって，国境を越えたマスターFC の場合は，現地事業に対するコントロー
ルだけでなく，現地のビジネスパートナーとの協業も課題となる。また，時系列でみた時
に同じく合弁 FC であっても，ビジネスパートナーとの関係によって，出資比率と経営上
のイニシアチブが変化するケースも観察される。一方，サブ FC の部分では，FC 契約の日
中比較で判明したように，日系 CVS は中国においても，日本のような粗利分配方式に基づ




マスターFC とサブ FC の両方から考察した結果，日系 CVS にとって，今後においてはさ
らにビジネスパートナーの力を活用し，現地の事情に合わせてオペレーションや出店の仕
方を調整する必要があると思われる。 
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